










法 政 地 理























万台だったのに対し，2017 年現在 2,300 万台と約
11.5 倍に伸びている．一方，導入都市の数は，











（第 1 図）， 2016 年から 2017 年にかけて，ユーザー
数が爆発的に増加しており，2017 年は前年比
632.1%増の2.05億人であった．2018年のユーザー
数は 2.35 億人，同年の中国の都市人口は 8.31 億
人であり4），シェアバイクの都市人口普及率は
28.3% となる．2019 年もユーザー数が伸びると見


























































































































































2007 132,129 60,633 45.9%
2008 132,802 62,403 47.0%
2009 133,450 64,512 48.3%
2010 134,091 66,978 49.9%
2011 134,735 69,079 51.3%
2012 135,404 71,182 52.6%
2013 136,072 73,111 53.7%
2014 136,782 74,916 54.8%
2015 137,462 77,116 56.1%
2016 138,271 79,298 57.3%
2017 139,008 81,347 58.5%























2007 年に比較し，それぞれ 8.2 倍，6.0 倍の伸び
である．それにより，軌道交通の旅客輸送量は









人口 1,000 万人以上の 4 大都市，北京
608.0km， 上 海 668.6km， 広 州
399.3km，深セン 302.5km となってい
る7）．同年，中国の都市内軌道交通の



















（年） 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017/2007
公共バス・トロリーバス 344,489 367,292 365,161 374,876 402,645 419,410 446,604 458,955 482,975 515,051 554,820 1.6
軌道交通 3,480 4,530 5,479 8,285 9,945 12,611 14,366 17,300 19,941 23,791 28,617 8.2
合計 347,969 371,822 370,640 383,161 412,590 432,021 460,970 476,255 502,916 538,842 583,437 1.7
公共バス・トロリーバス 140,038 146,514 208,250 488,812 519,554 549,736 575,173 617,235 666,444 725,690 791,365 5.7
軌道交通 763 835 999 1,471 1,699 2,058 2,408 2,816 3,195 3,728 4,570 6.0
合計 140,801 147,349 209,249 490,283 521,253 551,794 577,581 620,051 669,639 729,418 795,935 5.7
公共バス・トロリーバス 5,325,857 6,692,606 6,401,819 6,310,720 6,725,785 7,014,989 7,162,676 7,228,457 7,054,193 6,826,235 6,627,688 1.2
96.0% 95.2% 94.6% 91.9% 90.4% 88.9% 86.8% 85.1% 83.4% 80.9% 78.2% 0.8
軌道交通 220,582 337,390 365,770 556,777 713,400 872,925 1,091,872 1,266,576 1,400,102 1,615,081 1,843,000 8.4
4.0% 4.8% 5.4% 8.1% 9.6% 11.1% 13.2% 14.9% 16.6% 19.1% 21.8% 5.5
合計 5,546,439 7,029,996 6,767,589 6,867,497 7,439,185 7,887,914 8,254,548 8,495,033 8,454,295 8,441,316 8,470,688 1.5










































2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018（年）
（万台）








2007 年～2018 年，自家用車の保有台数は 11 年間
で 7.2 倍の 20,575 万台，自動車は 5.3 倍の 23,231
万台となっている．それに対し，公共交通機関の



































人口密度では，深センが 6,234 人 /km2 と一番高
く，次いで上海が 3,814 人 /km2，東京圏が 2,643
人 /km2 と続いている．
　2014 年の東京圏の自動車保有量は北京に比べ
ると 2.6 倍，深センと上海より約 4 倍の規模であ
り，1,000 人あたりの自動車保有量も北京，深セ
ンより 1.6 倍，上海と比較して 2.8 倍の水準であ
る．それでも東京圏の自動車 1 台あたりの道路延




年 道路延長(km) 伸び率 道路面積(万㎡) 伸び率
2007 246,172.0 2.0% 423,662.0 3.0%
2008 259,740.0 5.5% 452,433.0 6.8%
2009 269,141.4 3.6% 481,947.0 6.5%
2010 294,443.0 9.4% 521,321.8 8.2%
2011 308,897.0 4.9% 562,523.0 7.9%
2012 327,081.0 5.9% 607,449.0 8.0%
2013 336,304.0 2.8% 644,155.0 6.0%
2014 352,333.3 4.8% 683,027.9 6.0%
2015 364,977.6 3.6% 717,675.1 5.1%
2016 382,453.6 4.8% 753,818.9 5.0%























の 2.9% から，導入後 6% 以上へ増加したという9）．
また，成都では，2017 年自転車の分担率はこれ








担率は大体 4 割～5 割程度を占めており，徒歩圏
内での移動が多いのが特徴的である．例えば，
1995 年 外 出 時 の 交 通 手 段 の 分 担 率 は， 徒 歩
42.9%，自転車 21.8%，公共交通 13.2% であり，
徒歩と自転車が主要な交通手段である．ところが
2005 年，自転車の分担率は 10 年前と比較して
17.7 ポイント減の 4.1% となった．それに対し，
自家用車の分担率は 2.6 倍の 14.3% であり，それ
以降も増加傾向にあり，2010 年代に入ると 2 割
近くを占めるようになった．
　一方，2010 年と 2015 年の自転車の分担率はそ
れぞれ 6.2%，8.0% であり，2005 年以降再び増加
傾向にある．この時期，深セン市が政府主導型の










面積(㎢) 13,559 16,410 0.8 1,997 6.8 6,340.5 2.1
人口(万人) 3,583.9 2,170.7 1.7 1,252.8 2.9 2,418.3 1.5
人口密度(人/㎢） 2,643.2 1,323 2.0 6,234 0.4 3,814 0.7
自動車保有量(万台) 1,490.5 563.8 2.6 326.6 4.6 361 4.1
1,000人あたり自動車保有量(台) 415.9 259.7 1.6 260.7 1.6 149.3 2.8
道路総延長(km) 116,276 29,463 3.9 8,302 14.0 18,546 6.3
高速道路延長(km) 431.7 1,013 0.4 420 1.0 829 0.5
車1台あたりの道路延長(ｍ) 7.8 5.2 1.5 2.5 3.1 5.1 1.5
総延長(㎞) 3,775.7 608 6.2 297 12.7 666.4 5.7
運営路線数(本) 132 22 6.0 9 14.7 16 8.3















　（注）　 ①東京圏の数値は李ほか（2015）より引用，北京・深セン・上海の数値はそれぞれ『北京統計年鑑 2018』， 
　『深セン統計年鑑 2018』，『上海統計年鑑 2018』より作成 







2016 年 10 月，深センはシェアバイクを導入しは
じめ，2017 年上半期の分担率を見ると，自転車

















  第 5 表が示すように，シェアバイクの普及台数
が多い都市は，北京 220 万台，上海 180 万台，成
都 138 万台となっている．一方，1,000 人あたり
普及台数では，成都が 179.9 台で一番多く，以下，



































































上海 2,418 180 74.4
北京 1,877 220 117.2
深セン 1,253 90 71.8
広州 1,185 85 71.7
武漢 868 70 80.6
天津 847 100 118.1
成都 767 138 179.9
鄭州 638 80 125.4
杭州 637 88 138.1
厦門 347 46 132.6
福州 281 35 124.6
鄧　 志彬
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セロナ 3.7 台，モントリオール 3.5 台，台北 2.8 台，
ロンドン 1.7 台，ニューヨーク 1.1 台となってい
る．それに対し，中国本土の主要都市における
1,000 人あたりシェアバイク普及台数は少なくと


















パリ(フランス) 23,600 2,244 10.5
バルセロナ(スペイン) 6,000 1,615 3.7
モントリオール(カナダ) 6,250 1,780 3.5
台北(台北市内のみ) 7,363 2,620 2.8
ロンドン(イギリス) 13,850 8,136 1.7
















超大都市 1,000万人以上 5 北京、上海、広州、深セン、重慶 0
特大都市 500万人～1,000万人未満 9 天津、武漢、成都、南京、鄭州、杭
州、長沙、東莞
1









中都市 50万人～100万人未満 116 安慶、桂林、湘潭、徳陽、漳州、馬
鞍山
110











アバイク導入の都市は 200 都市に及ぶ．2017 年 3
月時点の状況からみると，300 万人以上の大都市
はすでにかなり埋まっている状態であるため，




　第 8 表は 2017 年 3 月現在の各都市におけるシェ





1 月はやはり 2016 年の導入プロセスと同様に，
人口 300 万人以上の大都市，人口 500 万人以上の
特大・超大都市から導入が始まる．2月～3月シェ



























1,000万人以上 500万人～1,000万人未満 300万人～500万人未満 100万人～300万人未満 50万人～100万人未満 50万人未満
2016年 ４月 上海
９月 北京
１０月 深セン、広州 成都 昆明、厦門
１１月 寧波













































































北京 191 101.8 220 -29
杭州 39 61.2 88 -49
鄭州 32 50.2 80 -48
成都 70 91.3 138 -68
第 9表　一部の都市における撤去後のシェアバイクの台数
（注）　①北京の数値は 2018 年 6 月現在，杭州と鄭州の数値は 2019 年 1 月現在，成都の数値は 2018 年 12 月現在



























万台にのぼり，2007 年の 116 万台に比べて 2.8 倍
となっている．1,000 人あたりの自動車保有台数






（年） 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2017/2007
公共バス(台) 8,188 8,396 11,928 12,456 15,365 14,546 14,617 15,074 15,120 15,483 17,430 2.1
軌道交通
営業キロ
24 25 25 64 177 177 177 177 177 285 297 12.4
公共バス
輸送量（万人）
135,668 145,701 213,603 228,058 223,735 228,305 220,178 225,739 206,892 186,799 165,425 1.2
92.0% 91.5% 93.9% 93.3% 83.0% 74.5% 68.0% 66.8% 64.8% 59.0% 50.0% 0.5
軌道交通
輸送量（万人）
11,765 13,550 13,823 16,271 45,985 78,129 103,675 112,188 112,188 129,713 165,545 14.1
8.0% 8.5% 6.1% 6.7% 17.0% 25.5% 32.0% 33.2% 35.2% 41.0% 50.0% 6.3
公共交通
輸送量(万人) 147,433 159,251 227,426 244,329 269,720 306,434 323,853 337,927 319,080 316,512 330,970 2.2



















　シェアバイク事業者は 2016 年 10 月
から深セン市で事業を展開している．
深セン市都市交通規劃設計研究院の報
告書によると，2017 年 3 月現在，深
セン市における主なシェアバイク事業




アバイクの 1 日平均輸送量は 160.83 万人，それ
に対し，軌道交通，公共バスの 1 日平均輸送量は
























（注）　①城区人口は 2017 年深セン市 10 区の人口（深汕特別合作区を除く）
　　　②普及台数は深セン市交通運輸局のシェアバイク管理システムに登録済みの台数となる
（出典）　『深セン統計年鑑 2018』，「深セン市互聯網自転車発展評估分析報告（2016. 10～2017. 3）」，
　　　　「深セン市互聯網租賃自転車発展評估分析報告（2019 年 4 月）」より筆者作成
2017年3月現在 2018年3月現在 2019年4月現在 2017年
a/d b/d c/d
宝安 12.7 22.18 10.87 314.90 40.3 70.4 34.5
南山 9.7 12.19 11.81 142.46 68.1 85.6 82.9
福田 8.9 8.84 7.29 156.12 57.0 56.6 46.7
羅湖 8.4 7.48 4.53 102.72 81.8 72.8 44.1
竜華 7.1 9.04 7.72 160.37 44.3 56.4 48.1
竜崗 3.4 12.12 5.15 227.89 14.9 53.2 22.6
光明 1.1 2.52 0.44 59.68 18.4 42.2 7.4
塩田 0.3 0.2 0.1 23.72 12.6 8.4 4.2
坪山 0.3 0.93 0.07 42.80 7.0 21.7 1.6
大鵬 0.1 0.09 0.05 14.61 6.8 6.2 3.4















に示す．全体的にみると，2017 年 3 月から 2018
年 3 月までに，シェアバイクの普及台数が 52 万
台から 75.59 万台に急増したにもかかわらず，


















人 /km2），福田区（19,847.44 人 /km2），羅湖区










区 面積(㎢) 城区人口( 万人)人口密度(人/㎢）
宝安 396.61 314.90 7,939.79
南山 187.53 142.46 7,596.65
福田 78.66 156.12 19,847.44
羅湖 78.75 102.72 13,043.81
竜華 175.58 160.37 9,133.73
竜崗 388.22 227.89 5,870.13
光明 155.44 59.68 3,839.42
塩田 74.99 23.72 3,163.09
坪山 166.31 42.80 2,573.51
大鵬 295.38 14.61 494.62











　2019 年 4 月現在，宝安区，南山区，福田区，
羅湖区，竜華区，竜崗区におけるシェアバイクの








積に乏しい．光明区では，2018 年 3 月時点で 1,000
人あたり普及台数が 42.2 台に達していたが，
2019 年 4 月には 7.4 台に激減した（第 11 表）．人





　第 7 図は 2017 年と 2018 年の深セン市における
シェアバイクの利用者層を示している．2017 年
は「20 歳～29 歳」が 54.9% で最も多く，「30 歳
～39 歳」が 33.2%，「40 歳～49 歳」が 8.3% と続
いている．全体的にみると，20 歳～39 歳の合計
割合が 88.1% と 9 割近くを占めていることから，
若年層（20 代，30 代）の利用が圧倒的に多いと
いえる．
　一方，2018 年は「20 歳～29 歳」が 2017 年に
比較して 12.1 ポイント減の 42.8% であるが，依
然として一番多くの割合を占めており，次いで


























2018 年の平日において 9 時台の構成比は 2017 年
の 8.5% から 5 ポイント増の 13.5% に増加した．





第 8図　平日におけるシェアバイクの時間帯別発生交通量（2017 年・2018 年）
（出典）　第 7 図と同じ


















用時間については，「～10 分未満」が 51.3% で最
も多く，「10 分～20 分未満」が 32.0%，「20 分～
30 分未満」が 11.0% と続いている．20 分未満の








（出典） 　第 7 図と同じ
中国の都市交通におけるシェアバイクの普及状況とその位置づけに関する考察
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用距離は「～1km 未満」が 47.2% で最も多く，
「1km～2km 未満」（31.9%），「2km～3km 未満」
（12.1%）と続いている．2km 未満の割合は合わ













































































































 8） 国土交通省 平成 22 年度（2010 年）「都市鉄道の
整備」による．











に羅）12 万台，DIDI BIKE（中国語 : 青桔）10 万
台である．
12） 深セン市統計局『深セン統計年鑑 2018』による．
13） 先進諸国の 1,000 人あたり自動車保有台数は，例
えばドイツ 613 台（2015 年），日本 601 台（2018 年），
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A Study of the Popularity and Status of 
Bike-sharing in Chinese Urban Transportation
Deng Zhibin
 Recently, bike-sharing has become extremely popular in urban areas of China. However, the 
rapid development of bike-sharing has also brought with it various social problems, such as company 
failures, abandoned bikes and illegal parking, so it is often criticized by the media in both China and 
Japan. It is necessary to clarify the status of shared bikes as a means of transportation and consider 
the sustainability of bike-sharing in urban transportation.
 Firstly, this paper points out two reasons for the explosive development of bike-sharing services 
in China. The first is the slow development of public transportation. The second is the rapid develop-
ment of motorization.Next, this paper analyzes both the characteristics and actual use of shared 
bikes by looking at development trends in major cities. According to this research, bike-sharing is a 
transport system that tends to spread throughout large cities with dense populations. Finally, by ful-
ly analyzing the use of shared bikes in Shenzhen and the availability of bike-sharing in urban cen-
ters, this paper concludes that bike-sharing is a suitable transportation system for ‘Densely Inhabited 
Districts.’ From the perspective of urban transportation, it shows the sustainability of bike-sharing as 
a means of short-distance transportation for the “last mile.”
